
令和５年８月３１日 

学校給食費に係る公会計化等の推進状況調査の結果をお知らせします。 

 文部科学省では、教員の業務負担軽減等の観点から、学校給食費については、地方公共団

体の会計に組み入れる「公会計制度」を採用するとともに、徴収・管理を学校ではなく地方

公共団体が自らの業務として行う（以下「公会計化等」という。）ことを一層推進いただく

ようお願いしているところです。 

このたび、令和４年度における学校給食費の公会計化等の推進状況を取りまとめましたの

でお知らせします。 

１．経緯・目的 
教員の業務負担の軽減等に向け、各学校設置者における学校給食費の公会計化等の推進状況

及び学校給食費の公会計化等を進めるに当たり支障となっている事由等を把握し、今後の促進

方策の検討に活用する。 

２．調査内容 

（１）調査基準日：令和４年５月１日現在

（２）調査対象：学校給食を実施している小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前

期課程）、特別支援学校、夜間定時制高等学校を設置管理している教育委員

会 計１，７９４自治体（事務組合を含む） 
（３）調査事項： 公会計化等の実施状況、支障となっている事由

３．調査結果の概要 

（１）学校給食費の公会計化等（※）の実施・検討状況

実施している自治体は、前回調査と比べて３１．３％から３．５ポイント増加し、

３４．８％、実施している自治体と準備・検討している自治体の合計は、６２．２％

から３ポイント増加し、６５．２％。

実施・検討状況 回答数（割合） 
実施している ５１９（３４．８％） 
準備・検討している ４５４（３０．４％） 

計 ９７３（６５．２％） 

実施を予定していない ５２０（３４．８％） 
（学校給食費を徴収していないものは集計から除く。） 

※本調査において、「公会計化等」とは、学校給食費について、以下①②の双方を満たしたもの

をいう。

①公会計制度を導入。

②徴収・管理を学校ではなく、地方公共団体自らの業務として実施。

【参考】少なくとも①公会計制度を導入している教育委員会 ７１４（４７．８%）
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（２）公会計化等の実施を予定していないと回答した教育委員会において支障となっている

事由（複数回答可）

事由 回答数 
情報管理のための業務システムの導入・改修に係る経費 ３４５ 
情報管理のための業務システムの運用に係る経費 ３０２ 
人員の確保 ３１８ 
徴収や未納等対応における徴税部門等との連携 １７０ 




